
証 券 コ ー ド　1728
平 成 27 年 ６ 月 ４ 日

株　主　各　位
岡山市北区野田二丁目 1 3番 1 7号

代表取締役社長 若 月 惠 治

第45回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第45回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する
参考書類」をご検討いただき、同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示、
ご押印のうえご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1. 日 時 平成27年６月22日（月曜日）午前10時
2. 場 所 岡山市北区駅元町14番１号

岡山コンベンションセンター２階レセプションホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第45期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第45期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

第２号議案から第４号議案の議案の概要は、後記の「議決権
の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記載のとおりであり
ます。

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。

なお、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社

ウェブサイト(アドレスhttp：//www.misawa-chugoku.jp/)に掲載させていただきます。
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（提供書面）
事　 業　 報　 告

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

Ⅰ．企業集団の現況

1.　当事業年度の事業の状況

(1）事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済対策、日銀による

追加金融緩和政策を背景に、企業収益の改善や雇用環境の好転が見受けら

れ、緩やかな回復基調で推移しております。その一方で、消費税率引き上げ

後の個人消費の節約志向も根強く残り、円安に伴う原材料価格上昇の影響や

新興国の成長鈍化など、国内外とも経済情勢の不安定さは継続しているもの

と思われます。

住宅業界におきましては、住宅ローン減税拡充や低金利継続を背景に、購

入検討者のマインド向上に寄与する材料が揃っているものの、駆け込み需要

の反動減の長期化に加え販売価格競争の激化や建築コスト上昇の影響もあ

り、住宅購買意欲の先行き不透明感を払拭出来ない状況が続いております。

こうした状況の中、当社グループは各地で、新商品や住まいの新しい提案

を紹介する全国一斉「ＧＯＯＤ！住まいフェア」を、また戸建住宅事業、リ

フォーム事業、資産活用事業、不動産事業を一体とした住生活全般に関する

住まいの一斉イベント「ＡＬＬ　ＭＩＳＡＷＡ！住まいフェア」を、それぞ

れ年２回ずつ開催するなど需要喚起に努め、受注拡大に向けた住まいの様々

なニーズに対応する取組みを推進してまいりました。

また、地元の不動産会社を対象に不動産情報連絡会を定期的に開催するな

ど、関係強化による販路拡大にも注力してまいりました。

一方、お客様に安心・安全な住まいをご提供するために、建築施工体制の

整備に注力し、ミサワホーム(株)より人員等を受入れ、施工面において管理

監督機能の大幅な強化を図ってまいりました。

これらの活動の結果、当連結会計年度の業績は売上高29,720百万円（前期

比14.7％減）、営業損失192百万円（前期は687百万円の利益）、経常損失

231百万円（前期は642百万円の利益）、当期純損失369百万円（前期は300百

万円の利益）となりました。
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各セグメントの業績は次のとおりであります。

①　住宅請負事業

住宅請負事業部門の売上は、戸建住宅（木質、鉄骨、ＭＪ－ｗｏｏ

ｄ）と賃貸用のアパート等の請負によるものであります。当連結会計年

度は、消費税増税前の駆け込み需要の反動減による影響が想定以上に長

期化したことに加え、建築コスト上昇による影響もあり、低調に推移し

ました。

この結果、売上高19,340百万円（前期比8.8％減）、セグメント利益

8百万円（前期比98.2％減）となりました。

②　分譲事業

分譲事業部門の売上は、建売分譲住宅、住宅用地の販売及び中古再生

事業によるものであります。当連結会計年度は、前連結会計年度におい

て手がけた分譲マンション事業が完了したことにより販売戸数が減少

しました。

この結果、売上高5,075百万円（前期比28.3％減）、セグメント利益

111百万円（前期比48.1％減）となりました。

③　ホームイング事業

ホームイング事業部門の売上は、増改築、インテリア、エクステリア

などの請負によるものであります。当連結会計年度は、消費税増税後の

受注減や競争激化の影響により、低調に推移しました。

この結果、売上高4,120百万円（前期比23.5％減）、セグメント利益

294百万円（前期比44.7％減）となりました。

④　その他事業

その他事業部門の売上は、借上アパートの転貸による家賃収入や不動

産の仲介料収入及び損害保険の代理店収入などによるものであります。

当連結会計年度は、総じて若干の増収となり、賃貸管理等の手数料収入

の増加により増益となりました。

この結果、売上高1,184百万円（前期比2.0％増）、セグメント利益

136百万円（前期比74.1％増）となりました。

(2）設備投資の状況

　当連結会計年度におきましては、重要な設備投資は行っておりません。

(3）資金調達の状況
　当連結会計年度におきましては、多額の資金調達は行っておりません。
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(4）事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　特記すべき事項はありません。

(5）他の会社の事業の譲受けの状況
　特記すべき事項はありません。

(6）吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況
特記すべき事項はありません。

(7）他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　特記すべき事項はありません。

2.　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　分

第42期 第43期 第44期
第45期

(当連結会計年度)

平成23年４月１日～
　平成24年３月31日

平成24年４月１日～
　平成25年３月31日

平成25年４月１日～
　平成26年３月31日

平成26年４月１日～
　平成27年３月31日

売 上 高 (千円) 29,930,345 34,236,726 34,825,332 29,720,738

経 常 利 益 (千円) 584,317 724,476 642,209 △231,429

当 期 純 利 益 (千円) 154,486 326,563 300,519 △369,412

１株当たり当期純利益 (円) 13.40 28.34 26.09 △32.08

総 資 産 (千円) 19,405,881 20,326,142 21,698,283 22,784,411

純 資 産 (千円) 5,651,032 5,961,759 6,337,238 6,158,080

１株当たり純資産額 (円) 490.47 517.54 550.42 534.88

3.　重要な親会社及び子会社の状況

(1）親会社との関係

ミサワホーム株式会社

①　所在地　東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

②　保有株数　（間接所有を含む） 8,303,800株

議決権比率（　　　〃　　　） 72.8％
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(2）重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

ミサワ中国建設株式会社 60,000千円 100％
建築工事
請負業

4.　対処すべき課題

  今後、少子高齢化が進むにつれ新築住宅市場は長期的に縮小傾向が見込

まれる中、当社グループは従来から取り組んでおります地域に密着した営

業展開や、「Ｃｕｓｔｏｍｅｒｓ　Ｆｉｒｓｔ」（満足度の基準はお客様

にある）の理念のもとに経営を推進してまいりますとともに、付加価値の

高い住環境をお客様にご提案することで需要を喚起してまいります。お客

様のロングサポート体制「住まいるりんぐシステム」に基づき、住まいと

暮らしをトータルに支える万全のサポートでストックビジネス基盤をより

強化してまいります。また、これからの暮らしにふさわしい安全・安心か

つ快適に暮らせる工夫を盛り込んだ生活提案やミサワホームの高い技術力

と住宅業界で唯一グッドデザイン賞を平成２年以降連続受賞しているデザ

イン力を認知していただくことにより、より多くのお客様に選ばれるミサ

ワブランドを中国地域で引き続き展開してまいります。エリア内各都市の

主要分譲地に当社の提案を具体化した建売住宅を建設し、販売を行うとと

もに、実際の建物で提案を実感していただき、更によりお客様のライフス

タイルに沿った注文住宅のご提案をいたします。そのため設計及び施工力

のさらなる向上と拡充に継続的に取り組んでまいります。

5.　主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　当社グループは、当社及び子会社１社で構成され、岡山県、広島県、山

口県、鳥取県及び島根県の中国エリア５県を営業地盤として、プレハブ住

宅である「ミサワホーム」の販売及び施工を主な事業とし、これに付帯ま

たは関連する一切の業務を営んでおります。
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6.　主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

当社 本社及び

岡山支店

岡山県岡山市

倉敷支店 岡山県倉敷市

福山支店 広島県福山市

広島支店 広島県広島市

山口支店

山陰支店

山口県山口市

鳥取県鳥取市

営業所 岡山県、広島県、山口県、

鳥取県、島根県に37拠点

(展示場を含む)

ミサワ中国建設株式会社 本社 岡山県岡山市

営業所 岡山県、広島県に２拠点

7.　使用人の状況（平成27年３月31日現在）

(1）企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

602（110）名 36（△9）名

（注) 　使用人数は就業員数であり、執行役員は含めておりません。パート及び嘱託社

員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(2）当社の使用人の状況

使用人数
前事業年度
末比増減

平均年齢 平均勤続年数

548（103）名 37（△11）名 39.4歳 13.5年

（注) １．使用人数は就業員数であり、執行役員は含めておりません。パート及び嘱託

社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年齢・平均勤続年数については、当社が受け入れている出向者25名を除

いております。

8.　主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 広 島 銀 行 4,021百万円

株 式 会 社 ト マ ト 銀 行 1,986

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 1,052

9.　その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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Ⅱ．会社の現況

1.　株式の状況（平成27年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 　31,000,000株

(2) 発行済株式の総数 　11,540,180株

(3) 株主数 　775名

(4) 大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

ミサワホーム㈱ 7,662千株 66.55％

ミサワホーム中国従業員持株会 478 4.15

㈱広島銀行 200 1.73

㈱トマト銀行 190 1.65

金澤泰治 184 1.59

東北ミサワホーム㈱ 168 1.45

今井産業㈱ 149 1.29

ミサワホーム九州㈱ 128 1.11

ミサワホーム東関東㈱ 122 1.05

㈱山陰合同銀行 100 0.86

（注）　持株比率は自己株式（27,277株）を控除して計算しております。

2.　新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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3.　会社役員の状況

(1）取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 若 月 惠 治 社長執行役員

取 締 役 赤 枝 孝 士 常務執行役員　営業統括本部長兼岡山支店長

取 締 役 倉 田 　 敦 執行役員　広島支店長

取 締 役 海 老 谷 剛 執行役員　倉敷支店長

取 締 役 入 江 義 一 執行役員　山口支店長

取 締 役 作 尾 徹 也
ミサワホーム株式会社　取締役常務執行役員
商品開発本部長兼構造開発プロジェクト
メディアエムジー株式会社　取締役

取 締 役 綱 島 　 淳

ミサワホーム株式会社　設計・建設本部　建設
推進部長
東北ミサワホーム株式会社　取締役
東京ミサワホーム株式会社　監査役

常 勤 監 査 役 益 成 　 明

監 査 役 庄 司 健 吾
ミサワホーム株式会社　執行役員　監査部長
ミサワエムアールディー株式会社　監査役

監 査 役 木 村 　 哲
ミサワホーム株式会社　住宅事業本部　事業
統括部　西日本統括課課長

（注）１．監査役全員は、社外監査役であります。なお、当社は、監査役益成明氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお

ります。

２．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は、以下のとおりであります。

・平成26年６月24日開催の第44回定時株主総会終結のときをもって、取締役

久延賢次氏、三宅隆司氏、中西高喜氏、田中博臣氏は任期満了により退任

いたしました。また、監査役苅米信俊氏、山本直幸氏は辞任いたしました。

・平成26年６月24日開催の第44回定時株主総会において、若月惠治氏、海老

谷剛氏、入江義一氏、作尾徹也氏及び綱島淳氏は新たに取締役に選任され、

就任いたしました。また、庄司健吾氏及び木村哲氏は新たに監査役に選任

され、就任いたしました。

３．監査役の庄司健吾氏が監査役を務めるミサワエムアールディー株式会社は、

当社の親会社であるミサワホーム株式会社の完全子会社であり、不動産事業

を行っております。当社と同社とは賃貸管理業務において取引がありますが、

取引高は僅少であり、また金銭等の貸借関係、保証・被保証関係などもござ

いません。
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(2）取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区分 支給人員 支給額

取締役 8名 95百万円

監査役 1 7

合計 9 102

（注） １．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

２．当事業年度末現在の取締役２名及び社外監査役２名、ならびに当事業年度

において退任した取締役１名及び辞任した監査役２名は、無報酬のため人

数に含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成６年６月開催の第24回定時株主総会において

年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただい

ております。

４．監査役の報酬限度額は、平成６年６月開催の第24回定時株主総会において

年額20百万円以内と決議いただいております。

５．支給額には、役員の退職慰労金の支給に充てるため、当社規程に基づく当

該事業年度に引当てた10百万円（取締役８名に対し９百万円、監査役１名

に対し０百万円）を含めております。

６．ストックオプションによる報酬額

該当事項はありません。
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(3）社外役員に関する事項

①　重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役庄司健吾氏は、ミサワホーム株式会社の執行役員監査部長、

ならびにミサワエムアールディー株式会社取締役を兼務しておりま

す。

・監査役木村哲氏は、ミサワホーム株式会社の住宅事業本部事業統括

部西日本統括課課長を兼務しております。

　なお、当社はミサワホーム株式会社の子会社であり、同社が製造販売

する住宅部材によって建築される工業化住宅「ミサワホーム」の販売

施工代理店であります。

②　当事業年度における主な活動状況

・監査役益成明氏は、当期に開催された全ての取締役会及び監査役会、

その他の主要な会議に出席し、資料の閲覧を行うとともに、幅広い

視点から適宜質問し、主に内部統制の状況並びに内部監査について

意見を述べております。

・監査役庄司健吾氏、木村哲氏は、当期に開催された重要な取締役会

及び監査役会、その他の主要な会議に出席し、重要な資料の閲覧を

行うとともに、適宜質問し意見を述べております。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外監査役各氏ともに法令

が定める額としております。

④　社外役員の報酬等の総額

人数 報酬等の額
親会社または当該親会社の
子会社からの報酬等

社外役員の報酬等
の総額等

1人 7百万円 －百万円
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4.　会計監査人の状況

(1）会計監査人の名称及び当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①名称　　　　新日本有限責任監査法人

②報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 　　35百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金
銭その他の財産上の利益の合計額

35百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に

も区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

　　　２．当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人が当社の子会社の計算関

係書類の監査をしている事実はありません。

(2）非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、も

しくは会計監査人としてふさわしくない非行があるなど、当社の会計監査

人であることにつき当社にとって重大な支障があると判断した場合には、

監査役会が会社法第340条の規定により会計監査人を解任いたします。ま

た、そのほか会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認め

られる場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が

妥当であると判断される場合には、監査役会は、会計監査人の選任および

解任ならびに会計監査人を再任しないことに関する議案の内容を決定しま

す。

(4）責任限定契約の内容の概要

　当社は、会計監査人と、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約の締結をいたしておりません。
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5.　業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は以下のとおりであります。

Ｉ．内部統制システムに関する基本的な考え方およびその整備状況

 (１) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制

 (２) 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　新人研修その他の各種研修の機会を通じ、役職員に対し、経営理

念および行動指針を浸透させることをはじめとしたコンプライア

ンス教育および啓発活動ならびに損失の危機の管理（以下「リス

ク管理」という）に関する教育を実施し、それぞれの意識向上お

よび定着を図る。

②　コンプライアンスおよびリスク管理に関する重要事項に関し、社

長執行役員を統括責任者とし、執行役員、企画管理部長および監

査部長をメンバーとした経営改革委員会を設置する。

③　企画管理部に、日常のコンプライアンス活動を統括管理させ、コ

ンプライアンス上のリスクマネジメントを実施させる。

④　リスク管理規程を定め、企画管理部に各部のリスク管理を統括さ

せ、各リスク別、各部門別の具体的なリスクの把握およびリスク

コントロールをはかることにより、業務の適正性と効率性を確保

する。

⑤　適時開示が必要と思われるリスクその他の重要情報については開

示の徹底をはかる。

⑥　ヘルプライン制度規程を制定し、これに基づきコンプライアンス

上疑義のある行為などが発生した場合の通報手段を社内外に設置

し、ヘルプライン制度の公正かつ持続的な運営をはかる。
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⑦　監査部を設置し、コンプライアンス上のリスクの継続的な内部監

査を行う。

（４）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関し、定款お

よび取締役会規程、稟議取扱規程、文書管理規程その他の社内規程

を整備し、それぞれ適切に保存し、かつ管理する。

（５）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　当社の取締役は、取締役会の構成員として当社の意思決定を行い、

代表取締役および執行役員の業務の執行を監督する。

②　当社の業務の執行は、重要な対外的業務にあっては代表取締役が

行い、社内的業務および日常の業務については、取締役会が選任

した執行役員が実施する。

③　代表取締役および執行役員の業務については、取締役会で定める

職掌に従い分担して職務の執行の効率化を確保するとともに、職

務権限規程において職務および権限を割当て、責任を明確化する。

④　前号に定める職務分掌および規程は、取締役もしくは執行役員が

変更される都度、または職務の執行の効率化の必要に応じて、見

直しをはかる。

（６）当社および当社の親会社および子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

　当社は、関連会社管理のため「関連会社管理規程」を制定し、子

会社の取締役会の決定を尊重しながらも、重要事項の決定について

は事前に協議する制度を設ける。また、毎月１回、当社の経営会議

において、業務執行の状況を報告させる。

　また、当社および当社の子会社は、ミサワホームを頂点とする企

業集団であるミサワホームグループに属し、当社の企業集団におけ

る業務の適正を確保するため、ミサワホームの定める内部統制シス

テムに従い、次に掲げる体制を整備する。

①　当社および当社の子会社の役職員の業務の執行が法令および定款

に適合することを確保するため、また、当社および当社の子会社

のリスク管理のため、子会社に対してもコンプライアンス責任者、

リスク管理者および担当セクションの設置を求め、当社とともに

共同してグループのマネジメントを実施する。
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②　当社および当社の子会社は、ミサワホームの設置するヘルプライ

ン制度を利用し、グループ全体の通報手段として活用する。

③　ミサワホームの監査部が実施する内部監査を受け入れ、これに協

力するとともに、同監査部の行うグループの業務全般にわたる内

部統制の整備および運用状況の検討、評価に従い、その改善を行

う。

④　ミサワホームの定める内部統制システムが妥当でない場合は、積

極的に改善の提案を行う。

（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人の増員を求めた場合には、そ

の求めに応じて配置する。

（８）（７）の使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　監査役の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、その

使用人の任命、異動、その他人事にかかる事項の決定は、常勤監

査役の事前の同意を得る。

②　その使用人の人事考課については、常勤監査役が行うものとする。

（９）取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

①　代表取締役は、取締役会において随時その他の職務の執行状況の

報告を行う。

②　役職員は、定款または法令違反の事実、もしくは不合理な業務執

行、その他これらに準ずる事項を発見した場合は、発見後すみや

かに、監査役に報告する。

③　役職員は、監査役が事業について報告を求めた場合、またはグル

ープの業務および財産の状況を調査する場合は、積極的にこれに

応じる。

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役の過半数は社外監査役とし、監査の公正を確保する。

②　監査役は、外部法律事務所と顧問契約を締結することができ、監

査の実施にあたり必要と認めるときは、自らの判断で、公認会計

士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを利用することが

できる。
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Ⅱ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社では、「経営理念」および「行動指針」において、反社会的勢

力の排除に向けた体制等の整備を念頭に、次の規定を定めておりま

す。

・経営理念（一部抜粋）

「法令を遵守し、倫理を重んじて誠実に行動します。」

・行動指針（一部抜粋）

「反社会的勢力・団体からの不当な圧力に屈しません。」

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

「Ｉ．（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制」にも記

載のとおり、当社では、新人研修その他の各種研修の機会を通じ、

役職員に対し、経営理念および行動指針を浸透させることをはじめ

としたコンプライアンス教育および啓発活動ならびに損失の危険の

管理に関する教育を実施し、それぞれの意識向上および定着を図っ

ております。また、経営理念・行動指針を、携行用「コンプライア

ンスカード」に記載し、全社員に配布することにより、その内容の

周知徹底を図っております。

さらに、「コンプライアンスガイドブック」を作成し、行動指針に

ついて解説を加え、より具体的な遵守項目を列挙した手引書を全社

員に配布しています。

このほか、当社は、社内体制の整備として、企画管理部に不当要求

防止責任者を設置しております。同責任者を中心に、警察署・暴力

追放運動推進センター・顧問弁護士等との緊密な意思疎通と連携を

もとに、反社会的勢力の情報の収集、同勢力の排除を進めるととも

に、その被害防止を図っております。

6.　会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

完成工事未収入金及び売掛金

分 譲 土 地 建 物

未 成 工 事 支 出 金

未 成 分 譲 支 出 金

貯 蔵 品

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

16,658,648

5,322,284

127,509

5,913,469

1,133,849

1,943,771

6,049

1,367,516

305,644

538,997

△443

6,125,762

4,397,912

766,201

3,591,137

15,495

25,077

84,252

1,643,598

645,647

203,658

389,771

420,871

△16,351

流 動 負 債 13,828,645

買掛金・工事未払金及び分譲事業未払金 2,623,185

短 期 借 入 金 5,859,000

１年内返済予定の長期借入金 1,303,132

未 払 法 人 税 等 8,513

未成工事受入金及び分譲事業受入金 2,391,552

賞 与 引 当 金 194,400

完成工事補償引当金 500,380

そ の 他 948,481

固 定 負 債 2,797,684

長 期 借 入 金 2,357,839

退職給付に係る負債 79,090

役員退職慰労引当金 43,700

そ の 他 317,054

負 債 合 計 16,626,330

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 5,864,418

資 本 金 1,369,850

資 本 剰 余 金 886,598

利 益 剰 余 金 3,614,423

自 己 株 式 △6,452

その他の包括利益累計額 293,662

その他有価証券評価差額金 93,531

退職給付に係る調整累計額 200,130

純 資 産 合 計 6,158,080

資 産 合 計 22,784,411 負 債 純 資 産 合 計 22,784,411
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 29,720,738

売 上 原 価 24,268,847

売 上 総 利 益 5,451,890

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,644,695

営 業 損 失 192,804

営 業 外 収 益 61,942

受 取 利 息 10,515

受 取 配 当 金 5,675

受 取 手 数 料 11,707

販 売 促 進 支 援 金 18,196

そ の 他 15,847

営 業 外 費 用 100,566

支 払 利 息 76,379

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 12,500

そ の 他 11,687

経 常 損 失 231,429

特 別 利 益 38,030

固 定 資 産 売 却 益 4,485

投 資 有 価 証 券 売 却 益 33,545

特 別 損 失 115,969

固 定 資 産 除 売 却 損 19,841

減 損 損 失 95,640

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 486

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 309,368

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,516

法 人 税 等 調 整 額 31,527

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 損 失 369,412

当 期 純 損 失 369,412
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

株　主　資　本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,369,850 886,598 3,884,752 △6,333 6,134,867

会計方針の変更による累積
的 影 響 額

156,650 156,650

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,369,850 886,598 4,041,402 △6,333 6,291,517

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △57,566 △57,566

当 期 純 損 失 △369,412 △369,412

自 己 株 式 の 取 得 △118 △118

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 － － △426,979 △118 △427,098

当 期 末 残 高 1,369,850 886,598 3,614,423 △6,452 5,864,418

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 47,235 155,135 202,370 6,337,238

会計方針の変更による累積
的 影 響 額

156,650

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

47,235 155,135 202,370 6,493,888

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △57,566

当 期 純 損 失 △369,412

自 己 株 式 の 取 得 △118

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

46,295 44,995 91,291 91,291

連結会計年度中の変動額合計 46,295 44,995 91,291 △335,807

当 期 末 残 高 93,531 200,130 293,662 6,158,080
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連結注記表

1.  連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　　　ミサワ中国建設株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

関連会社の状況

持分法適用関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度の末日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①  重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・分譲土地建物、未成工事支出金

及び未成分譲支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

②  重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）は定額法）

ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

て算定する方法によっております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を採用しております。
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③  重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見

込額のうち当連結会計年度負担額を計上しており

ます。

ハ．完成工事補償引当金　　　　　　　完成工事に対する瑕疵担保の費用に備えるため、過

年度の補償工事費の完成工事高に対する実績率に

よる額の他、補償工事費の発生が見込まれる特定

物件について発生見込額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく連結会計年度末における要支給額を計上して

おります。

④  重要な収益及び費用の計上基準　　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ  当連結会計年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）

ロ  その他の工事

工事完成基準

⑤  その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基準　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、退職給付債務か

ら年金資産を控除した額を計上しております。

退職給付の算定に当たり、退職給付見込額の期間

帰属方法は給付算定式基準を採用しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費

用については、税効果を調整の上、純資産の部に

おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る

調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。
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2.  会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基

準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度

より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を退職給付の

支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方

法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変

更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が242,417千円減少し、利益剰余

金が156,650千円増加しております。また、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金

等調整前当期純損失に与える影響額は軽微であります。

3.  表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において「流動資産」の「その他」に含めて表示しておりました「前渡

金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

なお、前連結会計年度の「前渡金」は1,084,101千円であります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「シン

ジケートローン手数料」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記し

ました。

なお、前連結会計年度の「シンジケートローン手数料」は9,000千円であります。

－ 21 －



4.  追加情報

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これ

に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.38％か

ら平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については

32.82％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に

ついては、32.06％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は77,382

千円減少し、法人税等調整額が91,726千円、その他有価証券評価差額金が4,564千円、それぞ

れ増加し、退職給付に係る調整累計額が9,779千円増加しております。

また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控

除前の所得の金額の100分の65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する連結会計年度から

繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に控除限度額が改正されたことに伴い、繰り延税

金資産の金額は112,399千円減少し、法人税等調整額は同額増加しております。

5.  連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①  担保に供している資産

分譲土地建物 3,600千円

建物及び構築物 181,237千円

土地 2,885,631千円

計 3,070,468千円

②  担保に係る債務

短期借入金 4,804,000千円

１年内返済予定の長期借入金 1,236,532千円

長期借入金 885,489千円

計 6,926,021千円

(2) その他担保に供している資産

投資有価証券（利付国債320百万円）を住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保

証金として、岡山地方法務局に供託しております。

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 1,196,833千円

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額108,871千円が含まれておりま

す。
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(4) 偶発債務

保証債務は次のとおりであります。

住宅購入者のためのつなぎ融資及び抵当権設定までの

住宅ローン等に対する保証債務 2,332,922千円

6.  連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,540,180株 －株 －株 11,540,180株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①  配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 57,566 5 平成26年３月31日 平成26年６月25日

②  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になる

もの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月22日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 57,564 5 平成27年３月31日 平成27年６月23日
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7.  金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①  金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。

②  金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である完成工事未収入金・分譲事業未収入金及び売掛金は、主として個人の顧

客に対する建築請負工事等に基づく債権でありますが、当社グループは契約時に顧客の

信用情報を十分に把握することで、信用リスクの管理を行っております。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場会社については四半期ごとに時価の把

握を行っております。

営業債務である買掛金・工事未払金及び分譲事業未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内

の支払期日であります。

借入金の使途は、短期・長期ともに主として運転資金であり、一部の長期借入金は変動

金利を適用しておりますが、毎月金融機関ごとの金利を一覧表にして把握し、借入金利

の変動状況をモニタリングしております。

③  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含

まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1）現金及び預金 5,322,284 5,322,284 －

(2）完成工事未収入金及び

売掛金
127,509 127,509 －

(3）投資有価証券 619,559 619,559 －

資産計 6,069,353 6,069,353 －

(1）買掛金・工事未払金

及び分譲事業未払金
2,623,185 2,623,185 －

(2）短期借入金 5,859,000 5,859,000 －

(3）長期借入金 3,660,971 3,634,675 △26,295

負債計 12,143,156 12,116,860 △26,295

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(1）現金及び預金、(2）完成工事未収入金及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又

は取引金融機関等から提示された価格によっております。

負  債

(1) 買掛金・工事未払金及び分譲事業未払金、(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 26,088

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超

(千円)

現金及び預金 5,318,596 － － －

完成工事未収入金及び売掛金 127,509 － － －

投資有価証券

その他有価証券のうち満期

があるもの

国債・地方債等 － 150,000 170,000 －

合計 5,446,105 150,000 170,000 －

8.  １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 534円88銭

(2) １株当たり当期純損失 32円08銭
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産 16,025,788 流 動 負 債 13,810,627

現 金 及 び 預 金

完 成 工 事 未 収 入 金

分 譲 事 業 未 収 入 金

売 掛 金

分 譲 土 地 建 物

未 成 工 事 支 出 金

未 成 分 譲 支 出 金

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

立 替 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

展 示 用 建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 未 収 入 金

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,729,273

108,841

6,550

1,213

5,918,604

1,129,511

1,938,460

6,049

1,361,487

69,885

291,651

89,413

129,940

245,350

△444

6,050,041

4,394,636

381,450

333,949

48,136

360

24,104

3,591,137

0

15,495

82,470

1,572,934

643,356

73,350

18

13,506

170,848

456,802

3,144

189,976

38,282

△16,351

買 掛 金 1,310,522

工 事 未 払 金 1,363,603

短 期 借 入 金 5,854,000

１年内返済予定の長期借入金 1,303,132

未 払 金 358,992

未 払 費 用 58,801

未 払 法 人 税 等 8,265

未 成 工 事 受 入 金 1,974,690

分 譲 事 業 受 入 金 416,362

預 り 金 449,019

賞 与 引 当 金 168,400

完成工事補償引当金 497,560

そ の 他 47,276

固 定 負 債 2,800,905

長 期 借 入 金 2,357,839

退 職 給 付 引 当 金 90,911

役員退職慰労引当金 39,700

受 入 保 証 金 257,212

長 期 未 払 金 934

資 産 除 去 債 務 54,307

負 債 合 計 16,611,532

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 5,371,055

資 本 金 1,369,850

資 本 剰 余 金 886,598

資 本 準 備 金 65,200

そ の 他 資 本 剰 余 金 821,398

利 益 剰 余 金 3,121,059

利 益 準 備 金 221,526

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,899,532

別 途 積 立 金 2,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 899,532

自 己 株 式 △6,452

評価・換算差額等 93,241

その他有価証券評価差額金 93,241

純 資 産 合 計 5,464,296

資 産 合 計 22,075,829 負 債 純 資 産 合 計 22,075,829
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 29,494,012

完 成 工 事 高 18,704,237

分 譲 売 上 高 5,070,484

ホ ー ム イ ン グ 売 上 高 4,500,276

そ の 他 の 売 上 高 1,219,014

売 上 原 価 24,220,793

完 成 工 事 原 価 15,696,491

分 譲 売 上 原 価 4,489,963

ホ ー ム イ ン グ 売 上 原 価 3,399,356

そ の 他 の 売 上 原 価 634,981

売 上 総 利 益 5,273,219

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,521,185

営 業 損 失 247,966

営 業 外 収 益 58,403

受 取 利 息 配 当 金 14,624

受 取 手 数 料 11,689

販 売 促 進 支 援 金 18,195

そ の 他 13,893

営 業 外 費 用 100,466

支 払 利 息 76,278

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 12,500

そ の 他 11,687

経 常 損 失 290,029

特 別 利 益 38,030

固 定 資 産 売 却 益 4,485

投 資 有 価 証 券 売 却 益 33,545

特 別 損 失 115,969

固 定 資 産 売 却 損 9,946

固 定 資 産 除 却 損 9,895

減 損 損 失 95,640

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 486

税 引 前 当 期 純 損 失 367,968

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 18,569

法 人 税 等 調 整 額 17,843

当 期 純 損 失 404,381
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

株　　　主　　　資　　　本

資本金

資本剰余金 利　益　剰　余　金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金 合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金 合 計別 途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,369,850 65,200 821,398 886,598 215,770 2,000,000 1,210,587 3,426,357 △6,333 5,676,471

会計方針の変更による累積
的 影 響 額

156,650 156,650 156,650

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,369,850 65,200 821,398 886,598 215,770 2,000,000 1,367,237 3,583,007 △6,333 5,833,122

事業年度中の変動額

剰余金の配当 5,756 △63,323 △57,566 △57,566

当 期 純 損 失 △404,381 △404,381 △404,381

自己株式の取得 △118 △118

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － 5,756 － △467,704 △461,948 △118 △462,067

当 期 末 残 高 1,369,850 65,200 821,398 886,598 221,526 2,000,000 899,532 3,121,059 △6,452 5,371,055

評価・換算差額等
純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合 計

当 期 首 残 高 47,105 47,105 5,723,577

会計方針の変更による累積
的 影 響 額

156,650

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

47,105 47,105 5,880,228

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △57,566

当 期 純 損 失 △404,381

自己株式の取得 △118

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

46,136 46,136 46,136

事業年度中の変動額合計 46,136 46,136 △415,931

当 期 末 残 高 93,241 93,241 5,464,296
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個別注記表

1.  重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①  関係会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②  その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法

③  たな卸資産の評価基準及び評価方法

・分譲土地建物、未成工事支出金

及び未成分譲支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①  有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）は定額法）

②  無形固定資産

（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③  リース資産

・所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして

算定する方法によっております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①  貸倒引当金　　　　　　　　　　　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

②  賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込

額のうち当事業年度負担額を計上しております。

③  完成工事補償引当金　　　　　　　完成工事に対する瑕疵担保の費用に備えるため、過

年度の補償工事費の完成工事高に対する実績率によ

る額の他、補償工事費の発生が見込まれる特定物件

について発生見込額を計上しております。
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④  退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。

退職給付の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰

属方法は給付算定式基準を採用しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。

⑤  役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く事業年度末における要支給額を計上しております。

(4) その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項

①  重要な収益及び費用の計上基準　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ  当事業年度末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）

ロ  その他の工事

工事完成基準

②  消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

③  退職給付に係る会計処理の方法　　計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借

対照表における取扱いが連結計算書類と異なってお

ります。個別貸借対照表上、退職給付債務に未認識

数理計算上の差異の未処理額を加減した額から、年

金資産の額を控除した額を退職給付引当金に計上し

ております。
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2.  会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第25号　平成27年３月26日）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更

するとともに、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が242,417千円減少し、繰越利益剰余金が

156,650千円増加しております。また、当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前当期純

損失に与える影響額は軽微であります。

3.  表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「シンジケ

ートローン手数料」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。

なお、前事業年度の「シンジケートローン手数料」は9,000千円であります。
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4.  貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①  担保に供している資産

分譲土地建物 3,600千円

建物 180,898千円

構築物 338千円

土地 2,885,631千円

計 3,070,468千円

②  担保に係る債務

短期借入金 4,804,000千円

１年内返済予定の長期借入金 1,236,532千円

長期借入金 885,489千円

計 6,926,021千円

(2) その他担保に供している資産

投資有価証券（利付国債320百万円）を住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保

証金として、岡山地方法務局に供託しております。

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 1,181,234千円

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額108,871千円が含まれておりま

す。

(4) 偶発債務

保証債務は次のとおりであります。

住宅購入者のためのつなぎ融資及び抵当権設定までの

住宅ローン等に対する保証債務 2,332,922千円

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①  短期金銭債権 19,265千円

②  短期金銭債務 1,607,330千円

③  長期金銭債権 100,000千円

④  長期金銭債務 2,000千円
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5.  損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①  売上高 1,486千円

②  仕入高 11,043,731千円

③  その他の営業取引 173,110千円

④  営業取引以外の取引高 7,975千円

6.  株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 26,799株 478株 －株 27,277株

（注）自己株式の数の増加は単元未満株式の買取り478株によるものであります。
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7.  税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

繰越欠損金 516,523千円

減損損失 123,513千円

退職給付引当金 29,146千円

分譲土地建物評価損 77,193千円

賞与引当金 55,268千円

資産除去債務 17,410千円

役員退職慰労引当金 12,727千円

投資有価証券評価損 1,602千円

完成工事補償引当金 160,773千円

その他 41,078千円

繰延税金資産小計 1,035,239千円

評価性引当額 △236,097千円

繰延税金資産合計 799,141千円

（繰延税金負債）

資産除去費用 6,687千円

その他有価証券評価差額金 43,999千円

繰延税金負債合計 50,687千円

繰延税金資産の純額 748,454千円

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部

を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月

１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

35.38％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等につい

ては32.82％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異

等については、32.06％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

85,083千円減少し、法人税等調整額が89,639千円、その他有価証券評価差額金が4,556千

円、それぞれ増加しております。

また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除

前の所得の金額の100分の65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する事業年度から繰

越控除前の所得の金額の100分の50相当額に控除限度額が改正されたことに伴い、繰延税

金資産の金額は112,399千円減少し、法人税等調整額は同額増加しております。
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8.  関連当事者との取引に関する注記

 親会社及び法人主要株主等

種 類
会社等の名称

又は氏名

資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係

取引内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

親会社
ミサワホーム株
式会社

10,000

工業化住
宅部材の
製造・販
売等

直接

(67.1)

間接

(5.6)

ミサワホーム販
売施工業務並び
にミサワ部材の
継続販売等に関
する契約

住宅部材
の 仕 入
(注1)

9,799,978

買 掛 金 1,310,522

未 払 金 147,249

寄託契約
による金
銭の預け

3,700,000
流動資産
そ の 他

－

預け金利息 5,416
流動資産
そ の 他

－

販売促進支
援 金

16,806 未収入金 17,265

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）ミサワホーム株式会社からの住宅部材仕入価格については、他の部材買入先と同様の条

件であります。預け金利率は、短期プライムレートその他市場金利の変動、その他の事

情を勘案し、双方協議の上決定しております。

9.  １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 474円62銭

(2) １株当たり当期純損失 35円12銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月７日

ミサワホーム中国株式会社

取 締 役 会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 田 高 弘 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 藤 秀 明 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ミサワホーム中国株式会社の平成
26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、ミサワホーム中国株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月７日

ミサワホーム中国株式会社

取 締 役 会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 田 高 弘 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 藤 秀 明 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ミサワホーム中国株式会社
の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第45期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役

会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま

した。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を

確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人

等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討

いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成27年５月８日

ミサワホーム中国株式会社　監査役会

常勤監査役
（社外監査役） 益 成 　 明 

監　査　役
（社外監査役） 庄 司 健 吾 

監　査　役
（社外監査役） 木 村 　 哲 

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

1.　議決権の代理行使の勧誘者

代表取締役社長 若 月 惠 治

2.　議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘

案いたしまして、下記のとおりとさせていただきたいと存じます。

期末配当に関する事項

　①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円　　配当総額　57,564,515円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月23日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役７名選任の件

　当社の取締役７名全員は、本定時株主総会終結のときをもって任期満了

となります。つきましては、取締役７名の選任をお願いするものでありま

す。

　取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

わか

若
つき

月
しげ

惠
はる

治

（昭和26年11月30日生）

昭和49年４月　ミサワホーム株式会社入社

平成13年６月　同社取締役総合企画部長

平成18年６月　同社取締役常務執行役員

生産・資材・物流担当兼エムウッド

事業部長

平成19年10月　同社常務執行役員

ＣＳ・品質本部長兼開発建材事業本

部長

平成20年４月　同社常務執行役員管理本部長

平成20年６月　同社常務執行役員

管理本部長兼総務人事部長

平成22年６月　同社取締役常務執行役員

ＣＳ・生産建設全般兼生産・建設本

部長

平成25年４月　同社取締役常務執行役員

生産・建設本部長兼ＣＳ推進担当

平成26年４月　同社取締役

平成26年４月　当社顧問

平成26年６月　当社代表取締役兼社長執行役員

（現任）

3,000株

あか

赤
えだ

枝
たか

孝
し

士

（昭和35年５月15日生）

昭和62年７月　株式会社ミサワホームアイ入社

平成17年４月　当社岡山支店営業二部長

平成18年４月　当社岡山支店営業部長

平成19年10月　当社倉敷支店営業部長

平成22年４月　当社倉敷支店長

平成22年６月　当社執行役員倉敷支店長

平成23年６月　当社取締役兼執行役員倉敷支店長

平成25年４月　当社取締役兼執行役員岡山支店長

平成25年６月　当社取締役兼常務執行役員

岡山支店長

平成26年４月　当社取締役兼常務執行役員

営業統括本部長兼岡山支店長

平成27年４月　当社取締役兼常務執行役員

営業本部長兼開発不動産本部長兼

岡山支店長（現任）

3,000株
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氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

くら

倉
た

田 　
あつし

敦

（昭和33年２月８日生）

昭和62年９月　株式会社ミサワセラミックホーム広

島入社

平成８年４月　ミサワセラミックホーム株式会社広

島支店総務経理部次長

平成８年７月　当社広島兼愛媛支店総務経理部次長

平成12年４月　当社広島支店統括総務経理部長

平成18年７月　当社本部総合企画部部長

平成19年６月　当社執行役員総合企画部部長

平成22年６月　当社取締役兼執行役員総合企画部長

平成26年４月　当社取締役兼執行役員広島支店長

（現任）

3,000株

え

海
び

老
たに

谷
つよし

剛

（昭和36年７月２日生）

昭和59年４月　タイヘイ株式会社入社

平成元年７月　株式会社ミサワホーム山口入社

平成17年４月　当社山口支店営業部長

平成22年４月　当社山口支店長

平成22年６月　当社執行役員山口支店長

平成25年４月　当社執行役員倉敷支店長

平成26年６月　当社取締役兼執行役員倉敷支店長

平成27年４月　当社取締役兼執行役員倉敷支店長兼

営業本部副本部長（現任）

7,000株

いり

入
え

江
よし

義
かず

一

（昭和31年８月20日生）

昭和54年４月　株式会社ミサワホーム岡山入社

平成14年10月　当社岡山支店開発部長

平成24年４月　当社岡山支店副支店長

平成25年６月　当社執行役員岡山支店副支店長

平成26年４月　当社執行役員山口支店長

平成26年６月　当社取締役兼執行役員山口支店長

平成27年４月　当社取締役兼執行役員山口支店長兼

開発不動産本部副本部長（現任）

12,000株

よこ

横
た

田
すみ

純
お

夫

（昭和34年５月２日生）

昭和59年４月　ミサワホーム株式会社入社

平成22年６月　同社執行役員営業推進本部副本部長

平成24年６月　同社取締役常務執行役員（現任）

平成27年４月　同社営業推進本部長兼営業本部長

（現任）

0株

さく

作
お

尾
てつ

徹
や

也

（昭和30年８月13日生）

昭和56年９月　ミサワホーム株式会社入社

平成18年４月　同社商品企画部長

平成21年４月　同社執行役員

平成24年６月　同社常務執行役員

平成26年６月　同社取締役常務執行役員（現任）

平成26年６月　当社取締役（現任）

平成27年４月　ミサワホーム株式会社商品開発本部

長兼構造開発プロジェクト（現任）

0株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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２．当社は、かねてより、当社の事業内容を理解し、業務執行者を適切に監督する能力を

持つ独立社外取締役の候補者を探しておりましたが、残念ながら、兼業の困難性、当

社の役員定年制、報酬等との関係で就任をご承諾いただける適任者を見つけることが

できませんでした。独立性に乏しい方や社外取締役としての適性を欠く方を社外取締

役として選任することは、かえって当社のコーポレートガバナンス構築の障害となり

かねないことから、現時点では、社外取締役を置くことは相当でないと判断しており

ます。
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第３号議案　監査役３名選任の件

　当社の監査役３名全員は、本定時株主総会終結のときをもって任期満了

となります。つきましては、監査役３名の選任をお願いするものでありま

す。

　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

ます

益
なり

成
 

　
あきら

明

（昭和26年９月23日生）

昭和50年４月　株式会社広島銀行入行

平成10年１月　同行吉島支店長

平成12年６月　同行支店統括部副部長兼課長

平成13年６月　同行支店統括部長

平成14年６月　同行福岡支店長

平成15年６月　同行徳山支店長

平成18年４月　株式会社広島アクションサービス執

行役員営業本部長

平成19年６月　同社常務執行役員営業本部長

平成21年４月　同社代表取締役社長

平成25年６月　同社退任

平成25年６月　当社常勤監査役（現任）

0株

しょう

庄
じ

司
けん

健
ご

吾

（昭和31年４月６日生）

昭和55年４月　株式会社三和銀行（現株式会社三菱

東京UFJ銀行）入行

平成21年７月　ミサワホーム株式会社出向　営業統

括本部業務推進部担当部長

平成22年４月　同社へ移籍　営業推進本部業務推進

部部長

平成23年10月　同社監査部長兼営業推進本部業務推

進部担当部長

平成23年11月　同社監査部長

平成24年６月　同社執行役員監査部長

（現任）

平成26年６月　当社監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

ミサワホーム不動産株式会社　監査役

0株
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氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

き

木
むら

村 　
さとし

哲

（昭和41年10月４日生）

平成元年４月　ミサワホーム株式会社入社

平成21年11月　株式会社ミサワテクノ（現テクノエ

フアンドシー株式会社）出向　管理

部企画課課長

平成22年10月　同社部品技術部営業課課長

平成23年４月　同社よりミサワホーム株式会社へ出

向復帰　生産・建設本部資材物流部

建材販売事業室

平成24年４月　同社生産・建設本部資材物流部建材

販売事業室課長

平成26年４月　同社住宅事業本部事業統括部西日本

統括課長

平成26年６月　当社監査役（現任）

平成27年４月　ミサワホーム株式営業推進本部事業

推進部西日本統括課長

（現任）

0株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．候補者各氏は、社外監査役の候補者であります。

３．候補者各氏は、現在当社の監査役であります。監査役としての在任期間は、本総会終

結のときをもって、益成明氏が２年、庄司健吾氏並びに木村哲氏が１年になります。

４．(1)　益成明氏を社外監査役候補者とした理由は、株式会社広島銀行の支店長職を歴任

の後、株式会社広島アクションサービスの代表取締役としてのビジネス経験に基づき、

当社の経営全般に対して監査機能を発揮していただけると判断して選任をお願いする

ものであります。

(2)　庄司健吾氏及び木村哲氏を監査役候補者とした理由は、両氏ともに当社の特定関

係事業者（親会社）であるミサワホーム株式会社の業務執行者であり、特に当社事業

と関連の高い分野における専門的な知識と幅広い経験を有し、外部の視点を持って監

査役としての役割を果たしていただきたいためです。なお、木村哲氏は過去に直接会

社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により、当社の監査役としてそ

の職務を適切に遂行できるものと判断して選任をお願いするものであります。

５．当社と候補者各氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約の締結を予定いたしております。当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、法令が定める額となります。

６．庄司健吾氏が監査役を務めるミサワホーム不動産株式会社は、当社の親会社であるミ

サワホーム株式会社の完全子会社であり、不動産取引を行っております。当社と同社

とは賃貸管理業務において取引がありますが、取引高は僅少であり、また金銭等の貸

借関係、保証・被保証関係などもございません。なお、同社は平成27年４月１日に社

名をミサワエムアールディー株式会社から現社名に変更しております。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１

名の選任をお願いするものであります。

　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

おか

岡
もと

本
ゆき

亨
はる

治

（昭和39年９月13日生）

昭和62年４月　ミサワホーム株式会社入社

平成20年４月　当社山陰支店出向　営業部長

平成22年４月　当社山陰支店長

平成22年６月　当社執行役員山陰支店長

平成24年４月　ミサワホーム株式会社

平成27年４月　同社ＣＳ品質本部ＣＳ企画部長

（現任）

0株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．岡本亨治氏を補欠監査役候補者とした理由は、親会社であるミサワホーム株式会社で

の豊富な経験とミサワホームグループとしての戦略的見地から、公正な立場で助言い

ただくとともに監査の強化が図れるものと判断し、また当社執行役員として平成22年

６月より平成24年３月まで職務を執行いただいており、その実績を踏まえて選任をお

願いするものであります。

以上
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第45回定時株主総会会場ご案内

会場：岡山市北区駅元町14番１号

岡山コンベンションセンター　２階レセプションホール

電話　（086）214－1000

交通：ＪＲ岡山駅中央改札口より徒歩３分

　　　岡山I.C.より自動車30分


